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ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会（第18回） 

 

１．日時：令和４年２月２日（水）１７：００～１８：２０ 

２．開催形式：ＷＥＢ会議 

３．出席者： 

＜構成員＞ 

大橋座長、相田座長代理、大谷構成員、岡田構成員、宍戸構成員、関口構成員、長田

構成員、林構成員、藤井構成員、三友構成員 

＜オブザーバ＞ 

全国知事会、全国市長会、全国町村会、一般社団法人電気通信事業者協会、一般社団

法人日本インターネットプロバイダー協会、一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟、

日本電信電話株式会社、KDDI株式会社、ソフトバンク株式会社、株式会社オプテージ、

三菱総合研究所 

＜総務省＞ 

二宮総合通信基盤局長、北林電気通信事業部長、林総合通信基盤局総務課長、木村事

業政策課長、納富ブロードバンド整備推進室長、川野料金サービス課長、寺本料金サ

ービス課企画官、柴山データ通信課長、中田事業政策課調査官、中川事業政策課課長

補佐 

 

【大橋座長】  大変お忙しいところを御参集いただきまして、ありがとうございます。

定刻ですので、ただいまからブロードバンド基盤の在り方に関する研究会第18回を開催い

たします。 

 本日もウェブ会議の開催ということで、まず、留意事項について事務局よりお願いしま

す。 

【中川事業政策課課長補佐】  事務局でございます。 

 本日は、御発言に当たっては、お名前を冒頭に言及いただきますようお願いいたします。

また、ハウリングや雑音混入防止のため、発言時以外はマイクをミュート、オフにしてい

ただきますようお願いいたします。チャット機能もございますので、音声がつながらなく

なった場合など、必要があればそちらも御活用いただければと思います。 

 また、ウェブ会議の接続が切れた場合などは、大変お手数ですが、事務局からお送りし
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ているＵＲＬに再度入り直していただくようお願いいたします。 

 資料については、本日、資料18－１、18－２、18－３、18－４、参考資料18－１、18－

２、18－３を配付しております。 

 また、本日オブザーバとして、ＭＲＩ様にも御参画いただいております。 

 事務局からは以上でございます。 

【大橋座長】  ありがとうございます。 

 本日ですけれども、議題として大きく２つございまして、１つがブロードバンド基盤の

在り方に関する研究会の最終取りまとめ（案）について、それへの主な意見及び研究会の

考え方について御議論いただくのが１点、そして、２点目に新たな交付金制度の効果と費

用、これ第１次試算ということですけれども、それについて議論するということで、２つ

議題がございます。 

 まず、最初の議題について、事務局から御説明をお願いします。 

【中田事業政策課調査官】  事務局でございます。 

 それでは、資料18－１に基づきまして、研究会最終取りまとめ（案）に対する主な意見、

それに対する研究会の考え方の案（概要）について御説明を差し上げます。 

 １ページめくっていただきまして、２ページ目でございますが、令和３年12月23日から

翌４年１月21日まで、約１か月間パブリックコメントを実施いたしました。そして合計23

者から御意見の提出をいただいたところです。この資料はその概要を取りまとめ、かつ、

それに対する研究会としての考え方の案をまとめたものでございます。 

 ここで御紹介しております御意見は、いただいた御意見の一部でございまして、いただ

いた御意見の全体につきましては、別途参考資料18－１という形でお配りをしております

ので、そちらのほうを御参照いただければというふうに考えております。もとより、この

参考資料18－１に含まれている意見と、この概要の中で御紹介している意見とで、取り上

げたものと取り上げていないもので、その重要度の軽重があるというわけではありません

が、あくまで時間の関係ということで、一部のものを御紹介させていただくということで

ございます。 

 ３ページ目でございますが、一番左側にそれぞれの御意見にナンバーを振っております

ので、こちらを御参照いただければと思います。３ページ目、ナンバー１でございますけ

れども、これは全体に関する御意見ということでございまして、日本電信電話株式会社様

ほか各社からでございます。基本的には御賛同の御意見として承っておるところでござい
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まして、それから中長期的な展望等についても御意見をいただいているところでございま

すけれども、こういったところについては、研究会としては今後の検討の際に参考とさせ

ていただきたいと、このように考えているところでございます。 

 続きまして、４ページでございますが、ナンバー２でございますけれども、これはオプ

テージ様ほかその他からいただいている御意見でございまして、今回の基本的な考え方に

は御賛同いただけるという上で、競争中立性の確保について、引き続き留意が必要である

といった趣旨の御意見でございます。こちらも基本的には御賛同の御意見として承った上

で、今後の詳細検討の上で参考とさせていただきたいというふうに考えているところでご

ざいます。 

 それから御意見のナンバー３番目でございますが、これはエネルギア・コミュニケーシ

ョンズ様ほか各社からいただいた御意見でございまして、今回の基礎的電気通信役務の範

囲についてでございます。今回の基礎的電気通信役務の範囲といたしまして、卸先事業者

が提供する役務については、これは基礎的電気通信役務に入れないという整理になってい

るところでございますが、卸先と卸元との競争中立性の確保等の観点から、やはり卸先に

ついても基礎的電気通信役務に入れるべきではないか、そういった御意見でございます。

これに対する考え方、右側でございますが、最終取りまとめ（案）にも記載のとおりでは

ございますけれども、今回の交付金制度は、基本的には不採算地域における回線設備の維

持に必要な費用を支援するものであるということ、それから、卸先と卸元がある場合には、

卸元に対して役務提供義務等をかければ、最低限の役務提供の担保はされるということが

ございますので、今回に関しましては、基礎的電気通信役務としては、卸先の役務は位置

づけないという方向で考えているということを御回答としているところでございます。 

 それから、めくっていただきまして５ページ目、御意見の４番でございますが、これは

オプテージ様その他からいただいている意見ですけれども、将来的には、携帯ブロードバ

ンドサービスについても基礎的電気通信役務として位置づけてはどうかということでござ

います。将来的な御意見ということではございますが、少なくとも今回の考え方といたし

ましては右側にあるとおりでございまして、携帯ブロードバンドについては、少なくとも

現時点においては、テレワーク等を使うための手段としては必ずしも十分でないというこ

と、加えまして、携帯ブロードバンドについては、特に交付金制度による支援等をしなく

ても、自主的な整備によって全国的なサービス提供が確保される見込みであるということ

がございますので、今回基礎的電気通信役務とは位置づけないということで考えていると
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ころでございます。 

 それから御意見のナンバー５番でございますけれども、こちらはＪＣＯＭ様からですが、

今回基本的な有線ブロードバンドをあまねく整備していく、そして維持していくという考

え方でございますけれども、極めて限界的な場合には携帯ブロードバンド等による補完を

認めるという、そういった整理にしているところでございますが、その基準をもう少し明

確化してはどうかということでございます。そういった観点も当然あろうかと思いますが、

今回の考え方といたしましては、基本的にはその地域によって様々な事情がございますの

で、当該地域の自治体の意向を踏まえて、個別具体的にそういった携帯ブロードバンドに

よる補完的対応をするかどうかというのを判断していくという、そういった考え方を示し

ているところでございます。 

 その下、御意見の６番でございますが、これはケーブルテレビ連盟様その他からいただ

いている御意見でございまして、今回、先ほど申し上げたとおり、有線ブロードバンドを

整備していくことが著しく不合理であるような場合には、携帯ブロードバンドによる補完

を認めるという、そういった整理にしているところでございますけれども、そこのところ

の書き方といたしまして、必ずしも携帯に限る必要はなくて、携帯以外の無線ブロードバ

ンドというものもあり得るのではないかという、そういった御意見でございます。これは

そのとおりでございまして、事務局としても、あるいは研究会としても、必ずしも携帯に

限るという趣旨ではなかったわけですけれども、そこのところを記載上も明確化したいと

いうふうに考えております。ここは後ほど改めて御説明させていただきます。 

 めくっていただきまして６ページ、意見の７番でございますけれども、コストミニマム

という観点から、携帯ブロードバンドによる補完的対応というものが必要になってくる場

合があるのではないか。先ほどの御意見と重なるものでございます。お答えといたしまし

ても、そういった携帯ブロードバンドによる補完というものが必要になってくるケースは、

最終的にはあり得るというふうに考えておりますが、いかなる場合にそういった対応を図

るかというのは、自治体の意向を踏まえて個別具体的に考えていくという、そういった考

え方を示しているところでございます。 

 その下、御意見８番でございますが、これは消費者団体連絡会様ほかからいただいてい

る御意見でございますけれども、支援対象区域については柔軟に見直すべきである、そう

いった御意見でございます。これは研究会としてもそのように考えているということでご

ざいまして、人口動態や市場の状況等を踏まえて、定期的に見直していくということを考
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え方として書いているところでございます。 

 続きまして、７ページでございますが、意見の９番、ＫＤＤＩ様ですけれども、交付金

による支援対象設備や算定方法等の詳細については、審議会等のオープンな場で検討して

いくべきであるということでございます。こちらにつきましては、今回、最終取りまとめ

（案）の中で、基本的な考え方については記載をしているところでございますが、ＫＤＤ

Ｉ様がおっしゃるとおり、さらに詳細なところについては引き続き検討が必要であるとい

うふうに考えておりまして、そういったものは審議会等のオープンな場で改めて検討して

いくといったことを御回答として記しているところでございます。 

 その下、御意見10番でございますが、オプテージ様その他からいただいている御意見で

して、費用算定において、その費用算定は不採算地域における費用回収の観点から、基本

的には実際費用をベースにすることが望ましいという、そういった御意見でございます。

これに対する研究会の考え方ですが、事業者固有の非効率性の排除等の観点から、原則と

して標準モデル方式を採用するというふうに考えているところでございます。ですが、あ

くまでもそういった標準モデル方式を原則とする趣旨は、事業者固有の非効率性の排除で

ありますので、その目的が達成される限りでは、できる限り実際の費用に近いものにして

いくことが望ましいのではないかといった考え方を整理させていただいているところでご

ざいます。 

 ８ページ、御意見11番でございますが、こちらにつきましては、基本的には御賛同とい

うことですけれども、受益者負担という場合の受益者の範囲については、さらに検討が必

要であるということでして、全国消費者団体連絡会様ほかその他からの御意見ということ

になります。基本的には御賛同の御意見ということでございますが、特にＯＴＴ事業者の

負担の在り方については、ネットワークのコスト負担の在り方全体をめぐる議論の中で、

中長期的な視点から、海外の事例等も参考にしながら総合的に検討していくという考え方

をお示ししているところでございます。 

 その下、12番も同様でございます。 

 その下、13番でございますが、これは消費者団体連絡会様その他からいただいている御

意見でございますけれども、負担金算定の単位でございまして、今回一旦の考え方としま

して、契約数単位ということで考えているところでございますが、契約数とエンドユーザ

数が必ずしも一致しない場合等について、さらにオープンな場で検討していくべきである

と、そういった御意見ということでございまして、ここはそのように考えているところで
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ございますので、その旨を研究会の考え方として記載しているところでございます。 

 次の９ページ、御意見14番でございますけれども、これも消費者団体連絡会様その他か

らいただいている御意見でございまして、将来的な選択肢として、ユニバーサルアクセス

への転換等も視野に入れた検討が必要ではないかと、そういった中長期的な御意見でござ

いまして、こちらにつきましては、最終取りまとめ（案）に記載のとおり、中長期的な課

題の１つとして引き続き検討していくといったことを記載しているところでございます。 

 15番から後は、いわゆるラストリゾート事業者の責務の関係でございまして、15番は今

回の整理といたしまして、法的責務としてはラストリゾート事業者としての責務を課さな

いという整理に御賛同ということでございます。 

 対しまして、御意見の16番については、ＫＤＤＩ様のほうからいただいている御意見で

して、やはりそういった法的責務というものを課していくべきではないかということでご

ざいます。これに対する研究会の考え方は、基本的には最終取りまとめ（案）に記載のと

おりでございますが、ＮＴＴ法第３条の責務規定の在り方といったものは、永遠不変のも

のでは当然ないわけでございますが、現状においては、引き続き加入電話というものは、

国民生活に不可欠なサービスであると考えられます。仮にそういった状況下でＮＴＴ東西

等に対して過剰な法的責務を課すということになりますと、ＮＴＴ東西等の企業体として

の合理的経営を損なうおそれがあるということから、今回の制度改正における対応としま

しては、そういったラストリゾート事業者としての法的責務を課すというのは、必ずしも

適当ではないといった考え方を書いているところでございます。その一方で、そういった

ＮＴＴ東西様を含む有線ブロードバンドサービス事業者に対して、一定の計画の公表等を

求めていくといったことを、考え方として改めて記載しているところでございます。 

 17番も同様の御意見でございまして、オプテージ様、あるいはソフトバンク様等々から、

そういったラストリゾート事業者の責務の在り方について御意見をいただいているところ

でして、研究会の考え方としては、先ほどと同じ内容を記載しているところでございます。 

 続きまして12ページ、御意見18番でございますが、これは補論の２で記載いたしました、

放送ブロードバンドによる代替との関係でございまして、御意見18番は、引き続ききちん

とした整理が必要であるということでして、この点につきましては、放送部局で開催して

おります「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」の事務局と十分な連

携を図っていくといったことを、考え方として書いているところでございます。 

 それから、御意見の19番につきましては、そういった放送ブロードバンド代替の考え方、
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それから将来的なＯＴＴ事業者に対する負担の在り方といったものについて、ＪＣＯＭ様

その他から御意見をいただいているところです。放送ブロードバンド代替に関する部分は、

今回の取りまとめ（案）に対する御賛同の御意見ということでございまして、ＯＴＴ事業

者の負担の在り方については、中長期的に検討していくといったことを考え方として表し

ているところでございます。 

 続きまして13ページ、御意見20番でございますけれども、こちらはテレビ東京様のほう

からいただいている御意見でございまして、１つには、今後「デジタル時代における放送

制度の在り方に関する検討会」における議論を制約するようなものであってはならないの

ではないかといったことでございます。これにつきましては右側に記載のとおり、今後詳

細につきましては、「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」において検

討が行われるというのが、本研究会としての考え方でございますので、決してそちらの検

討を制約するというものではないということでございます。加えまして、テレビ東京様か

らの御意見は、１つは、一方で今回新設する交付金によって、放送のブロードバンド代替

によるコストは負担しないという整理をしていると。他方で、その読み方によっては、Ｏ

ＴＴサービスの１つとして、放送に対しても将来的に負担を求めていくというふうにも読

めるようにも思えるというところでして、若干整合性を欠くのではないかと、そういった

趣旨の御指摘であるというふうに理解しております。これに対する研究会の考え方といた

しましては、やはり双方向のサービスであるテレワーク、遠隔医療、遠隔教育等と、一方

向サービスである動画視聴とではおのずから扱いが異なるということでございまして、双

方向サービスにつきましては、ある地域で使えるということが他の地域に裨益するといっ

たことが言えるわけですけれども、一方向サービスについてはそのように言えないのでは

ないかということ。ただ、その一方向サービスであっても、不採算地域等で使えるように

なるということは、これはサービスの提供者側から見ますと、やっぱり利用者が増えると

いうことですので、そういった意味では裨益しているというふうに言えるのではないかと

いった考え方を、改めて記載しているところでございます。 

 最後、14ページでございますが、御意見の21番は、その事業者に対して課される規律の

関係でございます。こちらにつきましては、その内容については御理解いただけるものの、

実際上の事業者に対する負担については配慮が必要であると、そういった趣旨でございま

す。こちらにつきましては、研究会の考え方としては、基礎的電気通信役務の適切、公平

かつ安定的な提供を確保するため、一定の規律を課すことは適当であるけれども、当然そ
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の負担についても留意が必要でありまして、そういったより具体的な在り方については、

今後審議会等のオープンな場で改めて検討していくといったことを記載させていただいて

いるところでございます。 

 最後、22番でございますが、これは今回の制度改正について、国民あるいは利用者の御

理解を得るという観点から、試算の公表等を進めていく必要があるということでございま

して、これはまさしく今回、第１次試算という形で試算を公表させていただくと、そうい

った考え方を記載しているところでございます。 

 続きまして、資料18－２に基づきまして、そういったパブリックコメントの御意見等も

踏まえまして、若干、最終取りまとめ（案）を修正させていただくのがよいのではないか

というふうに考えているということでございます。 

 資料18－２の３ページを御覧ください。 

 ３ページの下の注の10番でございますが、ここは先ほどパブリックコメントでいただい

た御意見を踏まえて修正しているところでございまして、携帯ブロードバンドによる補完

的対応を図る場合があるということにつきまして、必ずしも携帯に限らないという趣旨で、

携帯ブロードバンドサービスやその他の無線ブロードバンドサービスによる補完的対応を

図ることが適当であるという形で修正をしたいということでございます。 

 それから、続きまして７ページ、それから16ページで修正をしておりますけれども、７

ページと16ページの修正につきましては、後ほど全国知事会様のほうから御意見、コメン

トがあると思いますが、若干それを先取りしたような内容になっておりまして、事前にお

話を伺っているものを踏まえて、このように修正したほうがよいのではないかというふう

に、事務局としては考えているということでございます。７ページでございますが、これ

は注の12番というものを追記するという趣旨でございまして、「現在、公設公営の自治体に

対して行われている国の支援措置については、民設移行が完了するまでの経過措置として、

可能な限り、継続していくことが適当である」ということでございます。これはどういう

趣旨かと申しますと、今回の交付金制度は、基本的には民間事業者間の相互扶助というこ

とですので、公設公営の自治体に対して、直接その資金を入れるというのは制度上どうし

ても難しいわけでございますけれども、その一方で、公設公営から公設民営、あるいは民

設民営に移行した場合には、これは交付金によって赤字額を支えていく、それによって民

設移行を促していくと、そういった整理になっているわけでございます。そういった整理

であるわけですが、直ちに民設移行が完了するというものでもございませんので、当然一
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定の移行期、あるいはタイムラグといったものがありますので、その間の経過措置という

ものとして、支援の継続が必要ではないかという御指摘でございまして、これは総務省と

しては、今回新設する交付金ではなく、一般の国の予算、具体的には国庫補助金というこ

とになると思いますけれども、そういったものによって、公設公営の自治体に対する支援

というものは可能な限り行っていきたい、そういった趣旨を記載しているところでござい

ます。 

 16ページにつきましても、これも全国知事会様その他とのやり取りの中での修正という

ことでございますが、ここは従前よりそのように考えていたことではあるのですけれども、

より明確にさせていただくという趣旨でして、負担事業者からも公設公営の自治体は除く

という趣旨を、より明確にさせていただいたということでございます。それが16ページの

修正でございます。 

 最後修正点、41ページでございますが、これは「第４章 今後総務省において実施すべ

き事項」ということでございまして、これまで冒頭でパブリックコメントを今後実施する

というふうに書いていたところですけれども、パブリックコメントは既に実施済みですの

で、そこは削除させていただきました。それから４－２のところ、これまで交付金額等の

公表というふうにしていたわけですけれども、今回の研究会の場で交付金額、第１次試算

という形で公表いたしますので、今後は精緻化を図っていくという趣旨を記載していると

ころでございます。最後の丸ですけれども、「今後は、新たな交付金制度の詳細設計の具体

化と並行しつつ、試算の精緻化を進め、随時、その結果を公表すべきである。その際、人

口動態や競争環境の変化等の可能性を考慮した感度分析を実施すべきである」、このよう

に記載させていただいているところでございます。 

 このような形で、事務局としては、最終取りまとめ（案）について一定の修正を施して

はどうかというふうに考えているところでございます。 

 御説明としては以上でございます。 

【大橋座長】  ありがとうございます。今、事務局からもありましたけれども、全国知

事会様より、今回の最終取りまとめ（案）に関連して御発言いただけるというふうに伺っ

ております。 

 本日、増田オブサーバにお越しをいただいていますので、もし御準備よろしければ、お

願いできればと思います。 

【全国知事会】  全国知事会の増田と申します。どうぞよろしくお願いします。 
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【大橋座長】  ありがとうございます。 

【全国知事会】  本日は時間の限られる中、発言の機会をいただきましてありがとうご

ざいます。 

 先ほど少し言及いただきましたけれども、全国知事会では、本研究会の最終取りまとめ

（案）の意見公募が行われたことを受けまして、各都道府県の意見を踏まえて、資料18－

３のとおり国への提言を作成して、１月20日に総務大臣宛てに提出いたしましたので、簡

単に御報告します。 

 提言の概要は、大きく４点となります。まず、ブロードバンド未整備地域の解消に向け

た支援制度の拡充です。こちら、新たな交付金制度では、初期整備費用は支援対象となっ

ておりません。このため、未整備地域解消に向けた支援制度の拡充を提言しております。 

 それから２つ目、無線ブロードバンドサービスのユニバーサルサービス化・整備の促進

です。無線ブロードバンドサービスは新たな交付金制度の対象とされておらず、事業者の

自主的な取組のみでは、今後の条件不利地域での整備が進むか懸念が残るところです。条

件不利地域での無線ブロードバンドの整備が進むよう、有線ブロードバンドサービスと同

様に、ユニバーサルサービス化の対象とするとともに、現行の支援制度の拡充をお願いし

たいということで提言しております。 

 それから３つ目、公設施設の民設民営への移行促進です。公設施設の民設民営への移行

が円滑に進むような仕組みづくりと、移行に当たって必要となる整備の改修等への支援制

度の創設をお願いしたいということです。また、民間への移行には時間を要することも予

想されるため、その間の維持管理費の支援制度の創設をお願いしたいと考えております。 

 それから４点目、新たな交付金制度の支援対象経費の拡大です。新たな交付金制度は、

設備の高度化に対する費用についての考えが明確にされておりません。今後のデジタル技

術の発展を見据え、技術の発展に即した設備の高度化についても交付金の支援対象として

いただきたいということでございます。 

 これらの項目については、新たな交付金では対応困難であり、別の施策によるべき内容

も含まれておりますけれども、ブロードバンド普及に向けて、地方自治体が抱えている課

題を網羅的に提言に取りまとめたものでございます。 

 最終取りまとめ（案）については、有線ブロードバンドのユニバーサルサービス化の考

えが示されているところなど、全国知事会としては、一定の評価をしているところであり

ます。しかしながら、条件不利地域でのブロードバンドの普及に懸念が残る点もございま
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すので、今回提言を取りまとめて、このように提出をした次第ですので、ここで御報告さ

せていただきました。 

 知事会のほうからは以上となります。どうもありがとうございます。 

【大橋座長】  増田様、ありがとうございました。 

 それでは、質疑及び意見交換に移りたいと思います。構成員、オブザーバの方、御意見、

御質問ございましたら、チャット欄にその旨お知らせいただければ、私のほうから指名を

させていただきますので、よろしくお願いいたします。いかがでしょうか。 

 ありがとうございます。長田構成員、お願いします。 

【長田構成員】  長田でございます。よろしくお願いいたします。 

 今回の取りまとめは、皆さんの意見の中でも賛同の意見も多く、きちんと取りまとめら

れたのではないかと思っているのですが、その中で幾つか課題が先送りにもなっているも

のがあると思います。その１つのＯＴＴ事業者をどうするのかというところで、ほかに放

送もそうではないかとか、いろいろな意見があると思いますけれども、そこについては、

これから国際的な環境を見ながらというふうな整理にはなっていますが、やはり早い段階

からきちんと議論を始めていただきたいなと思っておりますので、重ねての御依頼という

ようなことになりますけれども、申し上げました。 

 以上です。 

【大橋座長】  ありがとうございます。まさにおっしゃるとおりだと思います。ありが

とうございます。 

 続きまして、大谷構成員、お願いします。 

【大谷構成員】  ありがとうございます。 

 パブリックコメントの結果を踏まえますと、基本的には今回の報告書の微修正を行った

もので御理解が得られるのではないかと思っておりますけれども、全国知事会様のほうか

ら御意見の提出をいただいたこともございまして、その関係について少し詳しく教えてい

ただければと思っております。 

 今回、無線ブロードバンドサービスについて、４Ｇなど、過疎地や山、山間部などで公

設の携帯電話の基地局などを整備されている自治体様がいらっしゃるということですけれ

ども、そういった無線ブロードバンドの公設のものの維持管理費といったものについて、

どのような定量的な把握がなされているのか、知事会様のほうにデータがありましたら教

えていただきたいと思います。ユニバーサルサービスの対象とするのが適切なのか、それ
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以外の支援策があるのか、そういったことも検討は必要だと思っておりますけれども、前

提となる事実というか、データを教えていただければ、これからの検討に役立つものと思

いますので、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

【大橋座長】  ありがとうございます。後ほど知事会様におかれまして、御回答できる

範囲でレスポンスのほうお願いできればと思います。 

 続きまして、三友構成員、お願いいたします。 

【三友構成員】  三友です。コメントと１つ提案がございます。今回のパブコメに基づ

きまして、最後に試算の精緻化を進めるというようなことも明記していただいております

ので、その点は大変評価したいと思っています。この後に最初の計算が出てくるとは思い

ますけれども、今後の精緻化をぜひ進めていただければと思っております。 

 もう一点の提案ですが、今回のこの制度そのものは、単にユニバーサルサービス、既存

のユニバーサルサービスをブロードバンドに適用するということ以上の意味があると思い

ます。特に地域の実情を考えたときに、ＩＣＴで地域を支えていくという、そういう役割

を担うと思います。ユニバーサルサービスというよりも、地域のサステナビリティを、支

える、ブロードバンドで地域のサステナビリティを維持するという役割を担うことをその

ネーミングに込めて、私からの提言として、今回の交付金制度を単にユニバーサルサービ

ス基金あるいはブロードバンドユニバーサルサービス基金という名前ではなくて、もう少

し前向きに、例えば「デジタルサステナビリティ・ファンド」といった名前をつけていた

だいて、より地域を支援するという、そういう思いをぜひ込めた制度にしていただければ

いいかなと思います。 

【大橋座長】  ありがとうございます。大変いい御提案だと私は思います。ありがとう

ございます。 

 そのほかの構成員、あるいはオブザーバの方で、御意見等ありますでしょうか。 

 ありがとうございます。先ほど大谷構成員のほうから、全国知事会様宛てに、定量的な

把握が維持管理についてなされているかと御質問あったんですけれども、ここの辺り、増

田様か、あるいは知事会様、いかがでしょうか。 

【全国知事会】  全国知事会です。大谷構成員からの御質問ですけれども、公設の基地

局の整備費の定量的な把握をしているかということなんですが、大変申し訳ないのですが、

知事会のほうでそういった数値というのは特に取りまとめておりませんで、こちらには資
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料等はございません。 

 それで、こちらで聞いている話としては、直接自治体が基地局を整備するというよりは、

民間の整備するものに補助金をお出しするですとか、周辺の環境整備を行うとかというよ

うなことを行っているというふうに聞いております。 

 以上です。 

【大橋座長】  どうもありがとうございます。 

 もし追加で御質問あればいただきますが、以上でよろしいでしょうか。 

 ありがとうございます。事務局のほうから何か御発言等あればいただきますが、いかが

でしょうか。 

【中田事業政策課調査官】  はい、事務局でございます。それでは、簡単にコメントを

させていただければと思います。 

 知事会様のほうからいただいた御提言につきましては、総務省としてもしっかり受け止

めさせていただきたいというふうに考えております。知事会様の御提言の中にも記載がご

ざいますが、いただいている御提言の内容というのは、必ずしも今回新設する交付金で全

てカバーするというよりは、総務省全体、あるいは政府全体として行っていくべき施策に

対する御提言というふうに考えております。例えば有線か無線か、整備費用か維持費用か、

それから公設か民設かといった、幾つか軸がある中で、今回の交付金制度は、基本的には

有線ブロードバンドの維持費用で、かつ、基本的には民設事業者の、という制度になって

いるわけでございます。これは今回の交付金制度が、基本的には民間事業者間の相互扶助

であるといった事情や、その他もろもろの事情によるものであるわけでございますけれど

も、当然総務省といたしましては、交付金制度以外の手段等も活用いたしまして、地域に

おけるブロードバンドの維持のために必要な施策を切れ目なく行っていく必要があるとい

うふうに考えておりますので、そのように努めてまいりたいというふうに考えております。 

 それから長田構成員からいただきました、ＯＴＴ事業者等の扱いについての検討でござ

いますが、本研究会につきましては、御了承いただければ今回で取りまとめというふうに

考えているわけでございますが、ＯＴＴ事業者の扱いにつきましては、今省内で調整をし

ているところですけれども、何らかの形で議論をしていきたいというふうに考えていると

ころでございます。 

 それから三友構成員から御提言をいただきました件、ありがとうございます。おっしゃ

るとおりでございまして、ユニバーサルサービスという言葉を使いつつも、今回の交付金
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制度、必ずしも電話のユニバーサルサービス交付金制度とイコールではないということが

ございます。特に御示唆いただきましたとおり、地域の様々な、テレワーク、遠隔教育、

遠隔医療といったものを将来に向けて維持していくという、そういったデジタル時代の到

来をにらんだ新しい制度ということでございますので、御提言いただきましたデジタルサ

ステナビリティ・ファンド、すばらしいネーミングだと思いますけれども、そういったネ

ーミングの点も含めまして、御示唆を踏まえて考えてまいりたいと思っております。 

 以上でございます。 

【大橋座長】  ありがとうございます。もし追加で御意見ないようでしたら、ここで一

旦区切らせていただきたいと思います。 

 様々御意見ありがとうございました。今後考えていかなきゃいけない論点、幾つかいた

だいたところですけれども、資料18－２に関していうと、修正を必要とするというふうな

御意見は特段なかったのかなと思っています。おおむね御賛同いただいたというふうに受

け止めています。本研究会の最終取りまとめの案としては、この本案のとおり、最終取り

まとめとして公表するべく準備をさせていただいて、適宜文言とか、あるいは語句修正、

若干発生するかもしれませんが、その際もし御異論ないようでしたら、座長の一任という

形で、公表のほうに段取りで進めさせていただければと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【大橋座長】  どうもありがとうございます。それでは、そのような形で進めさせてい

ただこうと思います。皆さん、ありがとうございます。 

 それでは、今日もう一つ議事ございまして、これは新たな交付金制度の効果と費用とい

うことで、試算を今回いただいておりますので、資料18－４に基づいて、まず事務局から

御説明をいただければと思います。よろしくお願いします。 

【中田事業政策課調査官】  事務局でございます。 

 それでは、資料18－４に基づきまして、新たな交付金制度の効果と費用について御説明

をさせていただきます。第１次試算というふうに銘打っておりますのは、最終取りまとめ

の中にも記載しておりますとおり、今後制度の精緻化等を踏まえまして、さらにアップデ

ートしていくという趣旨を込めまして、第１次試算というふうに銘打っているものでござ

います。 

 めくっていただきまして、２ページからでございますが、この資料につきましては、今

後国民、あるいは利用者の方々に対して、今回のような交付金制度の必要性を御理解いた
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だくという趣旨を込めておりますので、若干その背景事情のようなものも資料として盛り

込んでいるところでございます。 

 ２ページ目が有線ブロードバンド、主には光ファイバでございますけれども、その整備

状況でございまして、上に数字がございますが、令和３年で99.3％まで来ております。そ

の後補正予算等も使いまして、99.7％まで伸びる見込みを持っているわけですが、その先

ということになりますと、いろいろ課題があるということでございます。特に99.3とか99.7

というと、かなり高い数字のように思えるわけですけれども、下の都道府県別の光ファイ

バカバー率を見ていただきますと、やはりかなり地域によってはばらつきがあるというこ

とが実情でございまして、特に離島、あるいは山間地、そういった地域を多く有する地域

においては、まだ整備が遅れている。その結果として整備率の格差が発生していると、そ

ういった状況でございます。 

 続く３ページでございますが、対しまして、携帯ブロードバンドの整備状況につきまし

ては、居住人口の99.99％をカバーしているということでございまして、加えまして、３つ

目の黒丸でございますけれども、各携帯電話事業者の開設計画によれば、2023年度までに

エリア外人口はゼロになる見込みであるというふうに見込んでいるところでございます。 

 ４ページ、また有線のほうに戻りますけれども、ここはこれまでも最終取りまとめ（案）

等の中でも触れてきたところでございますが、有線ブロードバンドの市場の特徴といたし

まして、その市場を支えているプレーヤーが多様であるということが実態としてございま

す。当然ＮＴＴ東西様等がメジャープレーヤーではあるわけですが、それ以外にも電力系

の通信事業者の方々、あるいは地場のＣＡＴＶ事業者、そういったものも含めまして、各

地域の有線ブロードバンド市場というものが形成されているということでございます。 

 そういった状況をまた別の観点から表しているのが次の５ページでございまして、これ

はそのインフラ提供事業者の数、回線設置事業者の数を表しているものでございます。日

本地図を御覧いただきますと、赤のところがかなり多いというのが、面的に見ると多いと

いうのがお分かりいただけると思いますが、この赤いところはその回線設置事業者が１社

しかいないエリアでございます。かつ、この１社というのは、大手の事業者である場合も

あればそうでもない場合もあるということでして、そういった１社しかいない事業者の採

算性が、今後人口減少によって悪化していく中で、こういったインフラの維持というもの

が大きな課題になっているということでございます。 

 一方で６ページでございますが、これはブロードバンドの重要性の高まりというものを
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表しているものでございまして、Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０、それから昨今、特に新型コロナウ

ィルス感染症への対応等も含めますと、ますますテレワーク、あるいは遠隔教育、遠隔医

療といったサービスの重要性が高まっており、不可欠と言ってよい状況になっているわけ

でございますけれども、こういったサービスというのは、いずれも大容量のデータ通信を

リアルタイムかつ双方向で常時行える環境が存在するということが前提となっているとい

うことでございますので、やはりそういった観点からは、有線ブロードバンドの整備・維

持というものが非常に重要であるということでございます。 

 そういった観点を含めまして、今回の制度の全体イメージということでございますが、

上の四角にありますとおり、テレワーク、遠隔教育、遠隔医療等のサービスを利用する上

で不可欠な有線ブロードバンドサービスを、原則として日本全国どこでも利用可能にする

ために、基礎的電気通信役務の新たな類型として、有線ブロードバンドサービスを追加す

るということでございます。負担金を原資といたしまして、不採算地域において有線ブロ

ードバンドサービスを提供する事業者の赤字の一部を支援するというものでして、これ自

体は整備費用を支援するものではないわけですけれども、整備後のサービスの維持可能性

が担保される結果として、整備促進にも貢献するものであるというふうに考えているとこ

ろでございます。 

 右下が新設する交付金制度の概要でございまして、支援対象事業者は不採算地域の有線

ブロードバンドサービスの事業者です。それに対しまして、負担対象事業者は、有線、無

線を問わず、ブロードバンドサービス事業者全体ということで整理させていただいている

ところでございます。金額につきましては、後ほどまた御説明いたしますが、全体額を約

230億円というふうに見込んでおります。それに対しまして、それを契約数で割りますと、

１契約当たり毎月約８円というふうに見込んでいるところでございます。 

 これをもう少しブレークダウンしましたのが８ページでございまして、下が費用の額で

ございまして、年間総額は、より正確に申し上げますと、約227億円ということでございま

す。現在ブロードバンドサービスの契約者数は約２億4,100万でございますので、割ります

と、契約者１人当たり月額約7.8円の費用負担が発生すると見込まれるということでござ

います。対しまして、これによる効果でございますが、上にあるとおりでして、有線ブロ

ードバンドサービスの世帯カバー率が、99.9％まで上昇するというふうに見込んでいると

ころでございます。かつ、これを将来にわたって安定的に維持可能になるという、そうい

った効果が見込まれるということでございます。 
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 ９ページは試算に関する留意点でございますが、幾つか記載しております。まず１点目

でございますが、今回の試算は一定の仮定の下で一定の仮モデルを使って試算したもので

すので、あくまで現時点での概算であるということでございます。実際の算定方法等は、

制度創設後、制度運用開始までの間に、審議会等のオープンな場で改めて検討していくと

いうことになりますので、その結果として、交付金額、それから負担金額が、試算したも

のから変動するということは、これはあり得るということでございます。 

 ２つ目でございますが、今回では一般支援対象区域、それから特別支援対象区域共通で、

回線密度を変数とする回帰式モデルによって、町字ごとのサービス提供コストを算出して

いるということでございますけれども、実際の制度運用段階では、より精緻なモデルを用

いることが想定されるということはありますし、場合によっては、対象区域によって異な

るモデルを使い分ける、あるいは部分的に実際費用方式を採用するということもあり得る

ということでございます。 

 ３番目でございますが、今回は一般支援対象区域、特別支援対象区域共通で、区域ベン

チマーク、区域を絞るためのベンチマーク、それから費用ベンチマーク、費用を確定する

ためのベンチマーク、いずれもＦＴＴＨの全国平均料金である月額5,000円に設定してお

ります。実際の制度運用段階では異なるベンチマークを採用することもあり得ますし、特

別支援対象区域については、この最終取りまとめ（案）の中にも記載のとおり、費用ベン

チマークは設定せずに、収支相殺方式を採用するという方向で考えているところでござい

ます。 

 ４ポツのところは、現段階の試算といたしましては、整備コスト以外のコストについて

は計上していないということでございまして、これは今後の検討ということでございます。 

 ５ポツでございますが、これは一般支援対象区域のほうの話をしておりまして、今回の

試算では、全国規模の通信事業者や電力系の通信事業者以外の事業者、ローカルなＣＡＴ

Ｖ事業者等でございますけれども、こういったものは全て潜在的な一般支援対象区域の支

援対象となり得ると、そういう仮定で試算をしているということでございます。実際には

ローカルなＣＡＴＶ事業者等の全てが、制度の運用当初から支援対象となるものではござ

いませんので、人口減少の進展に伴って、段階的に支援対象事業者が増加していくという

ことでございます。ですので、そういう観点でいいますと、今回の7.8円、あるいは８円と

いうのは、制度運用が始まって、一定期間経過後その費用に到達するということでござい

まして、当初からそれだけの費用が発生するわけではないということでございます。 
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 ６ポツは特別支援対象区域のほうの話をしておりまして、今回、自治体に対して改めて

アンケートをいたしました。その結果といたしまして、未整備地域を持つ自治体のうち、

新たに180の自治体が新規整備をする、今回のような交付金制度ができた場合に新規整備

をするというふうに見込まれるところでございます。それから、91の自治体が設備の民設

移行を行うというふうに想定をされるところでございましたので、それを基に試算をして

いるということでございます。 

 その下、７ポツにありますとおり、これも一度にそれだけの新規整備が行われる、ある

いは一度にそれだけの民設移行がされるということではなく、実際には徐々に徐々に行わ

れていくということですので、今回の試算というのは、そういう意味では最終的にその数

字に到達するというものであるということでございます。 

 ８ポツは離島の海底ケーブルの扱いでございまして、今回の試算上は単純に長さを変数

とするモデルで概算をしているということでございます。実際の費用算出については、ま

た別途の検討であるということを書いているところでございます。 

 以上が留意点でございまして、次、10ページでございますが、これは世帯ごとの負担額

のモデルケースを参考としてお示ししているものでございます。下のアスタリスクにあり

ますとおり、実際の一義的な負担者は各事業者でございまして、各事業者が利用者にどの

ように転嫁するかというのは各事業者の判断であるわけですけれども、ここでは単純に、

契約数で均等に割って転嫁するという場合を想定しております。その場合、左側ですけれ

ども、携帯ブロードバンドのみ契約する１人世帯の場合は、これは世帯当たり毎月８円と

いうことでございます。それに対しまして、固定のＦＴＴＨと携帯ブロードバンドをそれ

ぞれ契約する４人世帯、それぞれの御家族の方がスマートフォンを持っているような世帯

の場合には、固定分が８円、それから携帯分が４契約ということですので32円。足します

と、世帯当たり毎月40円と、そういう形になるということでございます。１つのモデルケ

ースとしてお示ししているということでございます。 

 11ページは御参考でございまして、一般支援対象区域と特別支援対象区域のそれぞれの

位置づけを、確認的に記載しているものでございます。 

 最後、12ページでございますが、これは今後の試算の精緻化に向けてということでござ

いますけれども、人口変化等を勘案した影響分析手法のアイデアを記載しているところで

ございます。当然人口、今回の整理によって人口減少を食い止めるという趣旨はあるわけ

ですけれども、人口減少というものは進むというふうに考えた場合に、それが交付金額に
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どのように影響するかということについての分析の手法を、１つ御提案として記載してい

るところでございます。このような人口変化を感度分析として取り組むということも１つ

必要でありますし、また、その競争状況の変化についても、幾つかシナリオを立てて分析

していくといったようなことが必要であるというふうに考えております。今回は単にアイ

デアをお示しするということでございますけれども、今後、より制度の詳細が定まってい

くのと並行して、幾つかのシナリオを設定して分析をしていくといったことも進めてまい

りたいというふうに考えているところでございます。 

 御説明としては以上でございます。 

【大橋座長】  ありがとうございます。 

 それでは、質疑及び意見交換をしたいと思います。まず構成員の方々で、御意見、御質

問ありましたら、チャット欄でお知らせをいただければと思います。よろしくお願いしま

す。 

 藤井構成員、お願いします。 

【藤井構成員】  藤井でございます。幾つか質問させていただきたいところがあるので、

教えていただければと思うのですが、１つは７ページ目の携帯電話ブロードバンドサービ

ス事業者の数が今回含まれていると思うのですが、電話のユニバーサルサービスの場合は、

音声通話が可能な契約というのが音声通話可能な番号という単純な構図だったと思います。

それに対して、今回の試算での契約数は、どのような形態の契約が含まれているのかとい

うのを教えていただくことはできますでしょうか。特にデータ専用の機器向けの契約など、

これまで電話のユニバーサルサービスでは想定していなかった契約も、今回含まれている

のかどうかというところを確認できればと思っております。 

 二つ目ですが、９ページについて、今回の試算についてアンケート結果を基に、民間移

行の可能性が見込まれた自治体について、民間移行が完了した状況での試算ということだ

ったと思うのですが、こちらに対して、スタート時点ではほとんどまだ民間移行してない

状態からスタートすると思われます。スタート時点でどのくらいの金額からになるかとい

う見込みが、もし今の段階であるのでしたら、教えていただければと思っております。 

 以上でございます。 

【大橋座長】  ありがとうございます。事務局には後ほど御回答いただこうと思います。 

 ほかの構成員の方はいかがでしょうか。 

 よろしければ、併せてオブザーバの方も、もし御意見あればいただければと思います。 
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 じゃあ長田構成員、お願いします。 

【長田構成員】  はい。ありがとうございます。何かちょっと細かいことで恐縮なんで

すけれども、３ページで、各携帯電話事業者の開設計画によれば、2023年度までにエリア

外人口はゼロになる見込みとありますけれども、これは４社全部のところがゼロを目指し

ているということなのでしょうか。私が承知しているのは、２社だけがゼロと言っていら

っしゃるんじゃないかと思うんですけれども、そこをちょっと教えていただきたい、確認

したいということと、あと、説明を国民向けにやっていくときというのを想定して作って

いらっしゃると思うんですが、10ページのこの図、この間事前に御説明いただいたときに

も申し上げたんですけれども、ちょっと１人世帯と、まず４人世帯を比較していることの

分かりにくさと、もう一つしみじみ考えましたが、今回これをこうやって支えていく人と

いうのが普通のユーザというような、ちょっとミスリードかなと思います。事業者の皆さ

んも携帯ブロードバンドを契約されていらっしゃるでしょうし、ＦＴＴＨも契約していら

っしゃって、そういうところにも当然この負担はかかっていくわけなので、もうちょっと

こう、何というか、事実を反映したような絵を使っていったほうがいいんじゃないかなと

思いました。 

 以上です。 

【大橋座長】  ありがとうございます。 

 ほかに構成員の方、あるいはオブザーバの方も含めて、ございますでしょうか。 

 それでは、まだあるかもしれませんが、取りあえず事務局へ御質問、藤井構成員と長田

構成員からありましたので、よろしければお答えのほうをお願いできますでしょうか。 

【中田事業政策課調査官】  事務局でございます。 

 まず藤井構成員からいただいた御質問でございますけれども、１点目、携帯ブロードバ

ンド事業者の契約者数をどうやって算出しているかということでございますが、報告をい

ただいている契約者数を、今回の試算では全て入れています。ですので、お尋ねがあった

データ契約専用のものとかも全て含んだ数字ということでございます。今回はそういった

形で、一旦試算をしております。 

 それからアンケート結果に関しまして、特に民設移行の発射台がどうなるかということ

でございまして、今回のアンケートですと91が到達点と一旦見込んでいるわけでございま

すが、若干細かい話になりますけれども、現在の想定ですと、仮に制度ができたといたし

まして、改正法の公布日以降に新設整備、あるいは民設移行した場合はその支援対象とな
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るという、そういった整理でございます。その公布日から実際の交付金の始動の年度まで、

２年程度タイムラグがありますので、その間に民設移行が何件か進むというふうに考えて

いますので、交付金制度の発足当初にゼロからスタートするということではございません。

一定数は既に民設移行しているということで、支援対象として費用が発生するということ

で進むということで想定しております。ですが、具体的には幾つ民設移行がなされた状態

から始まるかというのは、ここにつきましては、すみません、現段階ではちょっとまだ正

確な見通しを持っていないところでございます。 

 それから長田構成員のほうからいただきました点でございます。まず１点目、３ページ

の開設計画の関係でございます。これは長田構成員が御指摘のとおりでして、現在のとこ

ろ２者が、2023年度までにカバーするという開設計画を示しているということでございま

す。御指摘のとおりでございます。 

 それから10ページの点、御指摘をいただきましてありがとうございました。おっしゃる

とおりでございまして、さらにいろいろなシナリオがございますし、当然法人ユーザです

とか、そういったものも御負担をいただくということですので、そういった点についても

誤解のないように、発信していく内容をさらに改善していきたいと考えております。御指

摘ありがとうございました。 

【大橋座長】  ありがとうございます。 

 ほかに、もし構成員、オブザーバの方からいただければと思います。関口構成員から御

指摘をいただいていまして、もしよろしければ御発言可能でしょうか。 

【関口構成員】  関口でございます。ありがとうございます。先ほどプレゼン頂戴いた

しました全国知事会様のほうからは、４Ｇ等の無線ブロードバンドサービスについては、

不採算地域を、特に民間事業者では整備を進めていないところが依然として多く存在する

というふうに御指摘を頂戴しております。その意味でいうと、人口カバー率、たしか500メ

ートルメッシュの半分ぐらいが電波届いているかどうかの基準だったと記憶しているので

すが、この資料の３枚目の説明で、携帯ブロードバンドは特に民間事業者にお任せしても

問題ないんだということとの間にちょっと乖離がありますので、そこについて、事務局か

ら何がしかの補足的な説明を頂戴できれば幸いでございます。よろしくお願いいたします。 

【大橋座長】  ありがとうございます。事務局から後ほどいただければと思います。 

 続きまして、相田構成員、お願いいたします。 

【相田座長代理】  相田でございます。先ほどの藤井構成員の質問に対する事務局から
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の回答に関して、やっぱりいわゆるモジュール、通信モジュールの契約ということでもっ

て、月額何百円の、それも下のほうで数たくさん使っている方から見ると、月額８円とい

うのは非常に大きな割合になるということでもって、固定のほうに関しては、仮にですけ

れども、上り下り名目速度30Mbpsということで線を引いて、だからその線に引っかからな

い人は、もしかするとお金の負担のほうからも対象外になるのかなというところですが、

携帯のほうに関して、その負担の線引きをどこにするのかというのは、これからかなり気

をつけて、やっぱり検討していかなきゃいけないのかなと思いました。ということで感想

です。 

 以上です。 

【大橋座長】  ありがとうございます。 

 林構成員、お願いします。 

【林構成員】  林です。ありがとうございます。私も長田構成員が先ほどちょっとおっ

しゃったことが気になっていって、10ページのスライドなんですけれども、これある意味

非常に分かりやすくて、何というか、キャッチーな反面、数字がはっきり出てしまいます

ので、読み手がミスリードされない配慮も必要かと存じます。と申しますのも、今回の試

算というのはあくまでも試算であって、実際この数字はかなり変わってくる可能性がござ

います。これは、９ページのところの一番最初の１のところにありますが、実際の交付金

額とか、負担金額というのは、かなり変動する可能性もありますので、この数字が何か独

り歩きして、そこだけ何か決まったかのような印象を与えないように留意する必要がある

と思います。このスライド部分を一般の人が見ると、おそらく、これぐらいの額を負担す

る必要があるのだということで、ここの数字の部分だけが注目されてしまうという懸念が

ありますので、そこをちょっと見せ方として御留意をいただきたいな、というのが１点目

です。 

２点目は、今後その支援額の算定方法をいろいろ詰めていくと思うんですけれども、特

別支援対象エリアは、収支が当然に赤字となるエリアにも関わらず、我が国の固定ブロー

ドバンドサービスの整備・維持のため、様々な民間事業者の参入を促すものとする必要が

ありますので、その支援内容については、当該エリアの整備・維持に係る必要なコストを

回収できる仕組みとする必要があると思っています。少なくとも先例としては、その第一

種公衆電話・市内電話の支援額算定の考え方が参考になると思います。これは、今回だと

特別支援対象エリアの収入マイナス費用方式で赤字額を支援するというところでは、多分
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これまでの第一種公衆電話と市内通話における支援額算定の考え方と共通していると思い

ますので、そういったところの考え方を参考にしていただければ幸いです。また今回、モ

デルと実際費用の組合せということが今回議論されておりますけれども、これもこれまで

の第一種公衆電話・市内通話では、費用算定の考え方として、管理部門はＬＲＩＣ方式で、

利用部門コストは実際費用を基に効率化を考慮して費用を算定するという考え方だったと

思います。また収益算定の考え方も、これまでの第一種公衆電話・市内通話では、実際ベ

ースの収益額で算定するということだったかと存じます。そういった、これまでの第一種

公衆電話・市内通話における費用・収益算定の考え方というのも、非常に参考になると思

います。そしてそれらの考え方も、参考としてどこかお示しいただけると、今回のケース

との差分が分かって有益であり、どこに異同があり、どう考え方が変わってくるのか、と

いうことが分かると思いますので、そこもちょっと何か、参考資料で入れていただけると

ありがたいなという気がいたしました。 

 以上です。 

【大橋座長】  ありがとうございます。 

 オブザーバの方も、もし御発言希望ありましたらいただければと思いますけれども、構

成員の方も含めて、ほかにどうでしょうか。 

 それでは、ちょっとお待ちしている間に、改めて事務局に、関口構成員をはじめ御質問

あったので、御回答できる範囲で事務局からいただくことは可能でしょうか。 

【中田事業政策課調査官】  事務局でございます。 

 まず、関口構成員から御指摘をいただいた点でございますが、少なくとも４Ｇにつきま

しては、資料記載のとおり、2023年度までに各社によって開設がされるというふうに考え

ておりますので、その点につきましては、もちろん現状全てカバーされているわけではあ

りませんので、そこはさらに2023年度まで待っていただくということにもなるわけですけ

れども、そこにつきましては、知事会様のほうから御要望をいただいているところではあ

りますが、民間主導で整備がされるものというふうに考えているところでございます。 

 それから相田構成員のほうからいただきました点、モジュール契約の扱いでございます

が、御指摘のとおりでございまして、今回は概算でございますので、一旦全部入れた形で

試算をしておりますが、実際の扱いにつきましては、最終取りまとめ（案）の注の38番に

も記載のとおり、今後さらに検討が必要であるというふうに考えているところでございま

す。 
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 それから林構成員から御指摘いただいた点、御指摘のとおりである一方で、なかなか悩

ましいところでございまして、ある程度のイメージを現時点で持っていただくということ

も、一方でまた必要なことではありますので、10ページのような形で、ある意味分かりや

すくお示しをしたところでありますが、最終的には当然変動し得るということも、併せて

きちんと御説明していく必要があろうかというふうに考えております。ありがとうござい

ます。 

 それからもう１点、費用算定の仕方といたしましては、詳細につきましては、今後審議

会等のオープンな場で議論していくということではありますけれども、御指摘のとおり、

現状の公衆電話の考え方等が１つ参考になるとは考えております。そういった点もまた、

どういった形で盛り込むかということは検討したいと思いますが、御指摘のとおりだとい

うふうに考えております。 

 以上です。 

【大橋座長】  ありがとうございます。 

 関口構成員の御指摘について、橋渡しの説明がうまくできているかというところが不安

なんですけれども、データがないと、なかなかうまく橋渡しができないような気もするん

ですが、関口構成員、どうですか。今の御回答でよろしいですか。 

【関口構成員】  カバー率で丸がついているところでも、本当に利用可能かどうかとい

うと、全て保証というわけではないと思うので、そこら辺のギャップがあるのかなという

気がするんですけれども、全国知事会様のほうが、今の説明で納得していただけるかどう

かだと思います。 

 ただ、基本的に今回のブロードバンドユニバについて、だからこそ携帯を入れろという

御主張については、やや慎重に私は判断すべきだというふうに理解しております。 

【大橋座長】  ありがとうございます。今後検討しなきゃいけない課題の１つというふ

うに捉えることもできそうな気がします。ありがとうございます。 

 岡田構成員、お願いします。 

【岡田構成員】  ありがとうございます。 

 長田構成員や林構成員の質問ともかぶるのですが、もうちょっと細かいことをお尋ねし

たいと思います。本当に細かいことで恐縮ですが、12枚目のスライドで、交付金の試算に

おける人口変化の影響分析手法のアイデアとあって、これは今後の話ではあるんですけれ

ども、今後の要検討事項が一番下のほうに書いてあって、４項目が挙がっています。下の
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３つはそのとおりだと思うんですが、一番上の世帯構成の経年変化というのは、これはど

ういう意味なのか、ちょっと分からなかったので、この点どういう意図なのか御教示いた

だければと思います。 

 それからあと10枚目のスライドで、見せ方の点でいろいろ御指摘があったわけですが、

ある試算に基づく値を８円とか、40円というふうにスパンと出すということですけれども、

試算の見せ方としては、もう一つはレンジを見せるやり方もあるのかなと思いました。こ

のスライドはどんぴしゃりの値段を見せる形になっています。一方、試算に幅があること

を強調するということであれば、試算の前提は、例えば、全て公設民営に移行した場合で

あるとか、あるいは、不採算地域の実際の補塡額に幅があることも前半の議論ではあった

かと思いますけれども、そういう幾つかの前提を置いた上での試算であることが分かるよ

うにするということです。その試算の前提には全てレンジがあるわけで、そのレンジの中

での上限、下限というものをある程度試算して見せるというのも１つの案かなと思いまし

た。 

 以上です。 

【大橋座長】  ありがとうございます。１２ページ目について、若干事務局に御質問と

いうことだったんですが。 

【中田事業政策課調査官】  事務局でございます。 

 岡田構成員のほうからいただいた点、２点ありまして、２点目のほうにつきましては、

今回第１次試算ということでこのような形でお示ししておりますが、当然第２次、第３次

とアップデートしていく中で、そういったケース分け、あるいはレンジの提示といったこ

とも必要になってくるというふうに考えておりますので、そういう意味では今回の数値は

あくまで大胆な概算であるということを、今回は強調していく必要があると考えておりま

す。 

 それから12ページの今後の人口変化の影響分析の世帯構成の経年変化の扱いでございま

すが、こちら三菱総研様のほうから御提案をいただいたものを記載しているところでござ

いますので、三菱総研様のほうから一旦お答えいただいてもよろしいでしょうか。 

【西角主席研究員】  三菱総研、西角でございます。今回この人口変化の影響分析の際

に、用いる予定のデータというものが人口の変動に関するデータでございまして、世帯の

変動に関するデータではございません。実際にこの交付金額の算定においては、回線数と

いうか、回線密度を使うことになりますので、人口そのものではなくて世帯数、あるいは
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１世帯当たりでどれだけの回線需要が発生するのかといったことから予測をしなければい

けませんということで、単純に人口の変化率だけを使って予測をするのか、それとも今申

し上げた、その人口当たりの回線の需要というものの変動も含めて予測をするのか、その

辺りも要検討事項であるという意味で記載させていただきました。 

【大橋座長】  岡田構成員、よろしいですか。 

【岡田構成員】  これは有線をイメージしてという理解でよろしいですか。 

【西角主席研究員】  交付金額のほうは有線ブロードバンドが対象ということなので、

基本的には有線になります。 

【岡田構成員】  分かりました。不採算地域等や、いろいろな携帯もあり得る中ではあ

るんですがということですね。はい、分かりました。ありがとうございます。 

【大橋座長】  ありがとうございます。 

 大谷構成員から手が挙がっていますので、お願いいたします。 

【大谷構成員】  ありがとうございます。非常に細かいことで、申し上げづらいことで

すけれども、この計算の結果ですとか、計算の上で配慮していただいたことについては理

解できたのですが、細かい絵のようなところに引っかかってしまいました。６ページのと

ころで、ユニバーサルサービスとか、交付金の負担といったものに理解を得るために、こ

のサービスの実現によって目指す社会像というのがまとめられていると思うのですけれど

も、この６ページでテレワークがトップにありまして、遠隔教育にしても、遠隔医療にし

ても、美しい絵ではありますが、恐らく条件不利地域の人のテレワークとかをイメージし

た感じではないので、８円を払わなくても、現状既にこれはできているという感じの印象

を持ってしまう方が多いのではないかなという印象を抱かせるイラストが選ばれているの

かなと思っております。できましたら、もう少し何というか、田園感のあるようなイラス

トというか、場所を問わず、例えば条件不利地域とされているような場所でも勤務ができ

るというような、そんなイメージの絵を選び、どちらかといえば生活に密着した医療とか、

教育といったところが前面に出てくるような形で、これから制度への理解を得るために工

夫していただく余地が幾つかあるのではないかと感じましたので、申し上げさせていただ

きました。 

 以上でございます。 

【大橋座長】  ありがとうございます。もうまさにおっしゃるとおりだと思いますので、

我が国の地域の多様性というのはありますし、そういう方々皆さんにメリットがある形で
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負担をいただくということですから、そういうふうな姿というのは重要だなと思います。

ありがとうございます。 

 おおむね御発言希望の方は指名させていただいたと思っているんですけれども、ほかに

大丈夫でしょうか。 

 ありがとうございました。今回この試算については第１次ということで、今後事務局に

おかれては、さらに精緻化をしていただくとともに、また、構成員の方々からさらなるデ

ータの御要望もありましたし、また、あとモデルケース等、イラストは分かりやすいんだ

けれども、実態を反映していないんじゃないかというふうな御指摘もありましたので、そ

こを踏まえて、さらなる試算の精緻化をお願いできればと思っています。様々御指摘あり

がとうございました。 

 本日の議題は以上でございます。もし全体を通じて、構成員、オブザーバの方々から、

御意見ありましたらいただければと思いますが、いかがでしょうか。 

 ありがとうございます。本日ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会の最終回とい

うことですので、最後に総務省の二宮総合通信基盤局長から御挨拶をいただきたいと思い

ます。 

 二宮総合通信基盤局長、お願いできますでしょうか。 

【二宮総合通信基盤局長】  総合通信基盤局長、二宮でございます。大橋座長をはじめ

といたします構成員の皆様には、日頃より情報通信行政に格段の御理解と御指導を賜りま

して、誠にありがとうございます。 

 本日御了承いただきました、ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会最終取りまと

めにつきましては、2020年４月に第１回の会合を開催して以来、２年弱にわたりまして、

構成員の皆様の活発な御議論を経て取りまとめていただきました。改めて感謝を申し上げ

ます。 

 今般の最終取りまとめにおきましては、不採算地域におけるサービスの不安定的な提供

を確保することをその第一義的な目的としつつ、副次的な目的として、有線ブロードバン

ド未整備地域の解消促進なども含めた制度設計が適当とされているところでございます。

これは、現在政府全体で取り組んでおります、デジタル田園都市国家構想の推進にも重要

な役割を果たすものと考えております。総務省といたしましては、こうした提言を含めま

して、しっかりと本日いただきました取りまとめを受け止めさせていただいて、今国会へ

の電気通信事業法の改正案の提出を含め、必要な制度整備、検討を迅速に行ってまいりた
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いと考えております。 

 最後になりますけれども、構成員の皆様のますますの御健勝を御祈念申し上げたいと思

います。本日は誠にありがとうございました。 

【大橋座長】  ありがとうございます。 

 それでは、事務局から連絡事項などあればお願いいたします。 

【中川事業政策課課長補佐】  事務局でございます。活発な御議論ありがとうございま

した。 

 本日御議論いただきましたブロードバンド基盤の在り方に関する研究会最終取りまとめ

につきましては、本日御了承いただきましたということで、近日中に所要の手続を経て、

公表という形を取らせていただきます。 

 事務局からもこの場で御礼を申し上げますけれども、約２年弱にわたって、長きにわた

り複雑な論点等も本研究会で御議論いただきまして、構成員の方々やオブザーバの皆様を

はじめ、本当にありがとうございました。皆様のますますの御活躍を祈念しております。 

 事務局からは以上でございます。 

【大橋座長】  ありがとうございました。 

 それでは、本日18回を数えるに至ったわけですけれども、ブロードバンド基盤の在り方

に関する研究会、終了といたします。第１回目から非常に大きな議論をしていただいて、

最終的には、先ほど三友構成員からもいただきましたけれども、これは社会経済のさらな

るＤＸなり、地域のサステナビリティを高めるための取組としての第一歩なんだというこ

とで、構成員の方々の引き続きの御支援、お願いしたいと思います。 

 ２年弱の長きにわたって、様々な視点から精力的に御意見をいただきましたことを感謝

申し上げます。本日夜遅くまで、ありがとうございました。お疲れさまでした。 

以上 


